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研究成果の概要（和文）：本研究は，聴覚障害児童に対する学習支援のためのアセスメント方法

について検討するために，K-ABC 検査の手話による実施方法と結果の特徴について検討を行

った。さらに聾学校や難聴学級に在籍する児童 151 名に実施した。聴覚障害児童の検査結果の

全般的な傾向として，同時処理過程が優位であった。下位検査では，特に，「数唱」と「語の配

列」に落ち込みが見られた。この特徴は，被検児の聴力レベルや就学先とは無関連であった。

因子分析の結果，２因子が抽出され，継次処理と習得度の下位検査が１つの因子に負荷が高く，

標準化サンプルの３因子構造とは異なっていた。また認知特性と習得度との関係も検討した。 
 
研究成果の概要（英文）：In this paper, we made an attempt to apply K-ABC test to Japanese 
deaf and hard-of-hearing children, developing its signed-version, and analyzing its results 
in comparison with hearing counterparts. The subjects are 151 deaf and hard-of-hearing 
pupils from deaf schools or from classes for hard-of-hearing in the local primary schools. 
The instruction was all translated into Japanese Sign Language. The results showed that 
the average scores of sequential processing scales was were lower than simultaneous 
processing scales. As for the subtests, the scores of number recall and word order were 
significantly lower than those from the normalized Japanese sample. It was also shown 
that there was no difference in relations to the pupils' hearing levels and their enrollment 
places. We performed the factor analysis and got 2 factors, one had the high loadings in the 
subtests of sequential processing scales and achievement scales, and the other had of the 
simultaneous processing scales, in contrast to the normalized sample's 3 factors structure. 
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１．研究開始当初の背景 
(1) 近年，聴覚障害児教育では，一方では，
デジタル補聴器や人工内耳等，補聴テクノロ
ジーの進歩により聴覚活用の可能性が格段
広がってきた。他方，手話の活用が進み，コ
ミュニケーションを中心にすえた指導や支
援にも拡がりが見られるようになった。しか
しながら，それにも関わらず，その活用の程
度に相応した言語力や学力が十分に達成で
きていない児童・生徒も多いと報告がなされ
ている(Ola, 2008；Karchmer & Mitchell, 
2003)。原因は様々に考えられようが，認知
的な偏りの存在の可能性も指摘されている
(中山・松江・江藤，2000)。そのような児童
への適切な学習指導・支援を行うためには，
その児童に特徴的な認知特性を十分に把握
することが必要であろう。 
 
(2) 現在，多くの聾学校等で，児童・生徒の
実態把握のため WISCⅢ等の発達検査が使わ
れている(Blennerhassett & Traxler, 1999；
滝沢他，2004)。聴覚に障害があるため，ま
た日本語を十分に取得していない場合もあ
るため，実施手引きに示されている手順どお
りに必ずしも実施できていないのが現状で
ある(前田・中川；2007)。しかしながら実施
方法について，これまで十分な検討がなされ
てこなかった。被検児の実態にもよるが，話
しことばのみで教示を与えたり，反応も話し
ことばのみで答えさせたり，指示が通らない
場合には文字で示したり，手話を使用したり
と，方法は様々である(滝沢，2004；滝沢他，
2004)。いずれにせよ，聴覚障害児の発達検
査については，手話を利用することもあり，
その実施方法や結果の評価について，十分な
検討が必要であろう。 
 
２．研究の目的 
本研究では， K-ABC 検査 (Kaufman & 
Kaufman, 1983)を取り上げ，聴覚障害児童に
対する検査の実施方法について検討する。具
体的には，まず手話への翻訳を試みた。さら
に，これを聾学校や難聴学級に在籍する児童
に実施し，対象児の聴力レベルや就学先，ま
た 習得度との関連について検討を行った。 
 
３．研究の方法 
(1) 対象児：聾学校（聴覚特別支援学校）及
び難聴学級に在籍する児童 151 名（男子 85
名；女子 66 名；1 年 34 名，2 年 23 名，3 年
12 名，4 年 29 名，5 年 17 名，6 年 36 名）。
これには重複障害児は含まれていない。また
検査を実施したが，認知処理過程尺度の標準

得点が 70 以下の者もこれに含めなかった。
聴力レベル（裸耳）は，良耳で 37.5dB から
スケールアウトまでであった。また人工内耳
装用児が 14 名であった。 
 
(2) 手続き：まず K-ABC の検査の実施マニ
ュアルを，手話活用の視点から検討した。概
ね，手話による教示を行うのみで，実施可能
であったが，「算数」と「なぞなぞ」では，
問題文を手話に翻訳する必要があった。手話
翻訳は，成人ろう者（日本手話を第一言語と
する）のアドバイスを受けて行われた。手話
表現が解答の手がかりにならないように工
夫（指文字を使用）しつつ，最大限自然でわ
かりやすい表現になるように検討した。検討
した実施方法に従って，K-ABC 検査を実施
した。手話を使用するかどうかは，本人に尋
ねた。不要と答えた児童にはスピーチのみで，
必要と答えた児童には，日常生活での手話使
用の実態に合わせ，手話のみあるいはスピー
チと手話の両方を使用した。 
 
４．研究成果 
(1) 実施方法の検討：概ね手話を使用してマ
ニュアル通りに実施可能であった。手話の使
用による検査の変更点は，以下の通りであっ
た。①教示は手話（必要に応じて，スピーチ
を併用）によった。被検児の反応も手話（指
文字も含め）を可とした。②「数唱」：手話
による数表現を用いた。③「語の配列」：絵
（花，笛，など）の呼称に手話を用いた。色
の呼称も手話によった。④「算数」と「なぞ
なぞ」の問題文を手話に翻訳した（巻末資料）。
手話の表現で解答の手がかりを与えてしま
う恐れがあるときは，指文字とした（例えば，
「丸」，「三角形」，「くちばし」，「つばさ」な
ど）。 
 
(2) 結果の全般的な特徴：全児童の各総合尺
度の得点と下位検査評価点の平均値と標準
偏差を表 1～3 に示す。概ね本検査の標準化
調査サンプル(K- ABC 解釈マニュアル，
1993)の得点と同様であった。ただ，総合尺
度では「継次処理尺度」と「習得度尺度」の
得点が低いこと，下位検査では「数唱」「語
の配列」の評価点と「なぞなぞ」の標準得点
が低いことが特徴的であった。 
 
表 1．総合尺度の標準得点             
     継次   同時   認知  習得度 
 平均    87.2   95.6   91.1   83.5 
  SD    14.0   13.4   12.8   17.0  
 



表 2．認知処理過程尺度の評価点       
       手動作   数唱   語配列     
平均     10.1     6.2      7.2    
  SD      3.0     2.4      3.0           
      絵統合 模様構成 視覚類推   位置    
平均   9.2      9.1       9.0       9.7 
 SD    2.7      3.0       2.8       2.9   
 
表 3．習得度尺度の標準得点                
    算数  なぞなぞ  ことば読み  文理解  
平均  82.5     73.0     97.4       86.1 
 SD  15.3     18.0     20.0       15.5  
 
(3) 聴力レベルによる違い：被検児を聴力レ
ベル（90dB 未満及び人工内耳装用と 90dB
以上）により２グループに分類し，グループ
ごとに評価点，標準得点を算出した(図 1～3）。
両グループに差はなく，上記の傾向は，聴力
レベルとは無関連であることが示された。 
 

 
図 1 聴力レベルの違いによる総合尺度の標
準得点 
 

 
図 2 聴力レベルの違いによる認知処理過程
尺度の下位検査の評価点 
 

 
図 3 聴力レベルの違いによる習得度の下位
検査の標準得点 
 
(4) 就学先による違い：被検児を聾学校(115
名)と難聴学級(36 名)の２グループに分類し，
グループごとに評価点，標準得点を算出した
(図 4～6）。両グループに差はなく，上記の傾
向は，就学先とは無関連であることが示され
た。 

 

 
図 4 就学先の違いによる総合尺度の標準得
点 
 

 
図 5 就学先の違いによる認知処理過程尺度
の下位検査の評価点 
 

 
図 6 就学先の違いによる習得度の下位検査
の標準得点 
 
(5) 因子分析による分析：下位検査の因子分
析（主因子法，バリマックス回転）を実施し
た。固有値１以上という基準で，2 因子が認
められた。各因子への下位検査ごとの因子負
荷量を表 4 に示す。 
 
表 4．各下位検査の因子負荷 
下位検査 第１因子 第 2 因子

継次処理尺度 
３，手の動作 
５，数唱 
７，語の配列 
同時処理尺度 
４，絵の統合 
６，模様の構成 
８，視覚類推 
９，位置さがし 
習得度尺度 
11，算数 
12，なぞなぞ 
13，ことばの読み 
14，文の理解 

 
.509 
.768 
.776 

 
-.104 
.289 
.354 
.230 

 
.731 
.823 
.834 
.858 

 
.348 
.154 
.093 

 
.545 
.750 
.697 
.728 

 
.283 
.094 
.145 
.177 

累積寄与率(％)  39.7  59.4 



継次処理尺度，同時処理尺度のそれぞれの下
位検査は，第一因子，第二因子に最も高く負
荷した。一方，習得度の下位検査は，いずれ
も第一因子に高い負荷が認められた。K-ABC
検査の標準化の際に実施された因子分析結
果の 3 因子構造とは異なっていた（K-ABC
解釈マニュアル 1993）。特に，習得度の下位
検査が，独立の因子を構成せず，いずれの下
位検査も第一因子（継次処理因子）に大きな
負荷量を持っていたことが特徴的であった。 
 
(6) 習得度との関わり：対象児をバランス型，
同時処理優位，継次処理優位の 3つに分類し，
さらに認知処理得点と習得度得点の差によ
って２つのグループに分けた（表 5） 
 
表 6．認知処理過程のタイプと習得度の関わ
り（人数）                
           バランス 同時優位 継次優位 
 認知≦習得   64      26         7 
 認知＞習得    23      31      0    
 計        87     57      7   
 
バランス型が最も多く，ついで同時処理優位
と分類される児童が多かった。一方継次処理
優位の児童はわずかであった。習得度との関
わりでは，認知処理得点より有意に低い値を
示した対象児が同時処理優位のグループに
最も多く含まれていた。 
 
(7) 考察：聴覚障害児童の全般的な傾向とし
て，同時処理過程が優位であった。これは聴
覚に障害があり，視覚的な環境で育ってきた
ことによるのかもしれない。下位検査では，
特に，「数唱」と「語の配列」に落ち込みが
見られた。裸耳聴力レベルが中等度の難聴児
童についても，同様の傾向があった。ただ被
検児のサンプリングに偏りがあるのかもし
れない。すなわち，聴覚の活用がそれなりに
できていても，何らかの認知的な困難さがあ
って，ろう学校や難聴学級に在籍している可
能性があるからである。また同時処理優位の
対象児童の中に，習得度が十分に伸びていな
い者が多く含まれていた。日常の学習場面で，
得意な認知特性を生かした学習が積み重ね
られていない可能性が示された。聴力レベル
と認知特性との関わりについては，今後の検
討課題である。 
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